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１

重点的取組とその方向性

 原子力利用の基盤強化

（１）研究開発マネジメントの改善・研究開発機関の機能の変革

東電福島原発事故の反省・教訓や原子力を巡る環境の変化、国際展開の必要性を踏まえた研究開発計画の策定やマネジメ

ントの仕組みを新たに構築し、新たな知見や技術を創出することが求められる。特に、日本原子力研究開発機構においては、意

識改革に留まらず、目標管理手法等、経営上の手法・仕組みの改善を進めることが求められる。さらに、プロジェクトの抽出とそ

の実施を重視する志向から脱皮し、原子力利用における研究開発活動の中核的機関として、産学官の連携によるシーズの創

出、科学的知見や知識の収集・体系化・共有による知識基盤の構築、研究開発の基盤である施設・設備の供用・利用サービス

の提供を先導する組織に変革していくべきである。

（２）研究開発機関と原子力事業者の連携・共同の推進

新しい技術を市場に導入するのは主として原子力事業者である一方、技術創出に必要な新たな知識や価値を生み出すのは

研究開発機関や大学であることから、技術創出において両者の連携は不可欠である。具体的には、第一歩として組織を超えた

知識基盤の共有、さらには、新しい技術を迅速に市場に導入するための連携・共同の２つの取組が連携の効果と言える。しかし

ながら、我が国の原子力分野ではこのような取組は十分とは言えず、科学的知見等も組織毎にそれぞれ存在している状況であ

る。

このため、日本原子力研究開発機構を中心として研究開発機関や大学、原子力事業者等の原子力関連機関が、情報交換し

つつ、それぞれの役割を互いに認識し尊重し合い、連携・共同を進めるためのプラットフォームを構築し、まずは、科学的知見や

知識の収集・体系化・共有により厚い知識基盤の構築を進めるべきである。併せて、この連携・共同の中で、専門的人材の育成

が図られることも期待する。その際、国民の便益が大きく、世界的な潮流をしっかりと把握し分野を選択すべきである。具体的に

は、現時点では、例えば、安全・防災（過酷事故）、廃止措置・放射性廃棄物、軽水炉利用長期化といった分野が考えられる。
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（３）研究開発活動や人材育成を支える基盤的施設・設備の強化

研究炉や放射性物質を取扱う研究施設等の基盤的施設・設備は研究開発と人材育成の基盤をなすもので、不可欠なもの

であるにもかかわらず、新規制基準への対応や高経年化により大学及び研究機関等における基盤的施設・設備等が減少し、

研究開発及び人材育成に影響が出ている。このため、我が国における基盤的施設・設備の強化・充実を図ることは緊喫の課

題であり、国と日本原子力研究開発機構、大学は、長期的な見通しの下に求められる機能を踏まえて選択と集中を進め、国

として保持すべき研究機能を踏まえてニーズに対応した施設・設備の構築・運営を図っていくべきである。そのためには、原

子力施設の規模に応じた安全確保を行い、新規制基準に対応した上での研究炉の再稼働や、高経年化した施設の対応を進

めるとともに、新規設置を含めた中長期的に必要な原子力の研究・教育基盤に関する検討を早急に進めることが必要である。

また、日本原子力研究開発機構等の研究開発機関が有する研究炉や研究施設は、研究開発の進展に貢献するのみなら

ず、それを通じた異分野の多種多様な人材の交流・連携による、効率的・効果的な成果の創出が期待される。このため、産学

官の幅広い共用の促進や、そのための利用サービス体制の構築（関連人材・技術支援を含む）、共同研究等を充実させるこ

とが必要である。



「原子力利用に関する基本的考え方」に盛り込むべき事項（４）

３

重点的取組とその方向性

（４）人材の確保及び育成

原子力利用を取り巻く環境変化や世代交代等の要因により、人材枯渇や知識・技術の継承といった問題が生じている。例え

ば、大学における原子力関連学科等の学生数の減少や、原子力発電所の施設運営に必要な機械・化学等の関連分野の原子

力事業者への採用数の減少、離職者の増加が顕著にみられる。しかし、廃炉等含め原子力が存在する限り対応の必要性は

継続することから、今後、原子力関連機関においては、国内外問わず優秀な人材の確保に努める必要がある。

そのためには、国や原子力事業者、研究開発機関、大学が、原子力分野の社会インフラ産業としての重要性・魅力、科学技

術のフロンティアとその応用の魅力、原子力発電や放射線利用を始めとした多様なキャリアパスを発信していくことが有効であ

る。

その一方で、大学における原子力分野の教育が希薄化しているため、原子力分野の基幹科目を充実させるとともに、学んだ

知識について基礎実習・実験等を通して体系的に習得し実践的能力を身につけさせるなど、基礎力をしっかりと育てることも重

要である。

加えて、就職後の人材育成の基本は仕事を通じた人材育成である。原子力事業者や研究開発機関、大学では、各組織が達

成すべき目的や目標に応じて人材育成を行っていく必要がある。この際、管理職が果たす役割とともに、周囲の知識・経験を

有する人材や、研究開発インフラ等の環境も影響を及ぼすことに留意する。これを補うものとして継続教育や研修の充実が必

要であり、人材の流動性を踏まえて転職者も含め、組織的・体系的に行っていくことが求められる。加えて、多様なステイクホル

ダーとの対話や取り巻く環境への対応に当たるような人材については、技術・規制面に加えて社会的側面も含めた総合的な能

力の育成も必要である。

こうした取組に加えて、組織・専門分野の枠を超えた人材育成、技術継承を図るため、異分野の多種多様な人材の交流・連

携を行う必要がある。また、グローバル化が進行する中で、我が国の人材が国内外で活躍できるように、組織や研究開発活動

の国際化及び国際機関や海外の教育研究機関での業務経験を通じた人材育成も有効である。

また、人材育成に関する取組の重要性は、研究開発機関や原子力事業者に限られたものでなく、規制側の能力向上・維持

のための人材育成も重要である。
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（５）原子力科学技術の基礎研究とイノベーションの推進

原子力科学分野は、知の探究を行う基礎科学分野として原子核物理学や素粒子物理学、量子力学、宇宙論等が含まれると

ともに、応用科学分野として、観察・ものつくり・診断・治療等に放射線や量子ビームを利用する技術や、エネルギーとして利用

する核分裂技術・核融合技術等の幅広い領域である。これらの宇宙の起源から医療応用まで幅広い分野にわたる原子力科

学技術の現状を俯瞰的に見て、その発展と利用の拡大を図る取組を進める必要がある。加えて、環境変化やニーズを踏まえ

ながら、イノベーションの源である基礎研究や基盤技術の研究開発、産業応用に向けたイノベーションの推進、技術の標準化

に取り組むことが必要である。
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